
 

［令和８・９年度用］ 

 

白山市物品等競争入札参加資格審査申請書の提出について 
 

 令和８・９年度において、白山市が発注する物品の製造の請負、物品の購入等の契

約に係る競争入札に参加をご希望の方は、下記事項に留意のうえ競争入札参加資格審

査申請書を提出してください。 

 ただし、資格審査申請書を提出できる者は次に掲げる要件に該当する者とします。 

 

１ 地方自治法施行令第 167 条の４第１項に該当しない者、又は同条第２項に該当しその

事実があった後２年を経過した者。 

２ 資格審査申請書の提出日までに納期限の到来した白山市税及び１ヶ月前までに納期限

の到来した国税（所得税又は法人税及び消費税）を完納している者。 

３① 役員等（個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、法人

である場合にはその役員、その支店又は常時契約を締結する事務所の代表者その他経

営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号）第 2条第 2号に規定する暴力団を

いう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第 2条第 6号に規定する暴力団員をいう。以下

同じ。）であると認められる者でないこと。 

 ② 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められる者で

ないこと。 

 ③ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認め

られる者でないこと。 

 ④ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど

していると認められる者でないこと。 

⑤ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られる者でないこと。 

４ 営業に関し許可、認可を必要とする場合において、これを得ている者。 

 

１ 受付期間 

   定期受付 令和７年１２月２２日から令和８年１月３０日まで 

有効期間 ２年間（令和８年４月１日から令和１０年３月３１日） 

 

  追加受付 令和８年４月から令和９年１２月（随時） 

       資格の登録は申請を受理した月の翌月からとなります。 

 

２  提出・問い合わせ先 

     白山市 総務部 監理課 契約係（本庁舎４階） 

      〒924-8688 石川県白山市倉光二丁目１番地 

       TEL(076)276-1111(代表)  274-9513(直通)  FAX(076)274-9535 

 

３ 提出方法 

   持参または郵送（郵送の場合、当日消印有効） 

なお、申請書類はファイル等で綴じる必要はありません。 

 



４ 競争入札参加資格者名簿 
申請書を提出し受理された方は、競争入札参加資格者名簿に登載し、市のホー

ムページにて公表します。（令和８年４月公開予定） 

    なお、入札参加資格者名簿をホームページにて公表することをもって、資格

決定通知に代えます。 

 

５ 提出書類 

   下記の書類を各１部提出してください。 

(1) 競争入札参加資格審査申請書（物品等） 

白山市様式 

  (2) 登記事項証明書〔現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書〕 

法人の場合に限る。申請日の２ヶ月前以内のもの。（写し可） 

   (3) 納税証明書〔所得税又は法人税及び消費税〕 

課税事業者のみ。申請日の１ヶ月以内のもの。（写し可） 

納税証明書は確定申告を行った税務署で、未納の税額がないことの証明（法

人の場合は「その３の３」、個人の場合は「その３の２」）の交付を受けてくだ

さい。「その３」でも可。なお、免税事業者の方は、免税事業者届出書を提出

してください。 

   (4) 財務諸表 

直前決算の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書 

     個人の場合は、所得税確定申告時の損益計算書（又は収支内訳書）及び貸借 

       対照表を添付してください。 

   (5) 誓約書 

    白山市暴力団排除条例の施行に伴い、暴力団等に関与していない旨の誓約書

が必要になります。法人、個人とも提出してください。また、法人にあって

は、本社の代表権を有するものを記名し、法人印及び印鑑登録をしている代

表者印（実印）を押印してください。 

 (6) 役員等名簿 

    白山市暴力団排除条例の施行に伴い、役員等が暴力団等に関与していないか

を確認するために使用します。法人、個人とも提出してください。また、法人

にあっては、本社の代表権を有するものを記名し、法人印及び印鑑登録をし

ている代表者印（実印）を押印してください。登記事項証明書に記載されてい

る役員全て（社外取締役、監査役も含む）を記載してください。 

        なお、代理人を選任する場合は、代理人についても記載してください。 

(7) 委任状（代理人を選任した場合のみ） 

   白山市との契約等の権限を代表取締役等の代表者から支店長や営業所長へ委

任する場合に提出してください。 

 (8) 営業許可証明書又は登録証明書（Ａ４版） 

    営業に関し、登録・免許又は許可等を必要とする申請業種については、その登

録証明書等の写しを添付してください。 

    （なお、有効期間のあるものについては更新確認ができるもの。）  

（9）ISO9001、ISO14001、ISO27001等の認証を受けている場合は、登録証の写しを

添付してください。 

 

 

 

 



６ 記載上の注意事項 

競争入札参加資格審査申請書（物品等） 

「受任者」（委任先）欄 

①  代理人に入札・契約等の権限を委任する場合は記載してください。 

② 白山市内に所在する支店・営業所（以下「営業所等」という。）に委任する場

合は、白山市の法人税の課税事業者であること。 

   

「１ 創業の時期」 欄  

  ① 個人営業から法人組織に変更した場合は、個人営業開始年月を記載してくだ

さい。 

② 個人又は法人が合併により従来と全く異なった営業になった場合は、その変 

 更により発足した年月を記載してください。 

③ 個人又は法人が営業を継承した場合は、前営業の発足した年月を記載してく 

ださい。 

   

  「２ 役員及び従業員数」 欄 

① 申請日現在で、雇用期間を定めないで雇用されている者又は１年以上の雇用 

期間を定めて雇用されている者の数を記載し、臨時又は日々雇用契約による従

業員数は含めないでください。 

②  組合にあっては、組合の役員と常勤職員との合計数を記載してください。 

③  営業所等に委任する場合は、その営業所等の常勤の人数も記載してください。 

 

  「３ 希望する業種」 欄 

① 主に取引を希望する業種を一つ（１）に記載し、それ以外に取引を希望する

業種を（２）に記載してください。ただし、申請者が市との取引に常に応じら

れる業種に限ります。 

② 分類番号欄及び業種名欄は別表の業種分類表により記載してください。 

  ③ 取扱品目は業務分類表の例示を参考にできるだけ詳しく記載してください。 

      なお、登録できる業種の数は下記のとおりです。 

     ・白山市内に本社又は委任先営業所が所在する場合 ・・・１０業種まで 

     ・上記以外の場合 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５業種まで 

    

［記載例］ 

    区    分 
分類

番号 
業 種 名 主 な 取 扱 品 目 商品ﾒｰｶｰ名 

(1)主に参加を

希望する業種 
3 

家具・室内装

飾類 

木製家具、特注家具、ｽﾁｰﾙ家

具、ｶｰﾃﾝ、ｶｰﾍﾟｯﾄ、暗幕 

○○○㈱ 

㈱△△△△ 

(2)その他で参

加を希望する

業種 

２３ 
医療機器・用

品類 

医療用機器、AED、福祉機

器、介護用品、車椅子 

㈱□□□□□ 

▽▽▽▽㈱ 
 

３７ 
 

情報処理 
ｿﾌﾄｳｪｱ開発、ﾈｯﾄﾜｰｸ構築、ｲ

ﾝﾀｰﾈｯﾄｺﾝﾃﾝﾂ作成 

○○○○○㈱ 

自社 

 

「４ 主な契約（取引）の概要」 欄                   

   直前の決算期間中における売上に係る契約（取引）の中から主なものを記載し

てください。 

   官公庁、民間契約（取引）を問わず、主要な契約（取引）を５つまで選んで記

載してください。（契約（取引）内容は、申請者の判断で記載してください。）   

 



  ［記載例］ 

件     名 相 手 方 金額（千円） 

○○学校備品 白 山 市 ○，○○○ 

文具、紙類など 一般顧客 ○，○○○ 

□□□印刷業務 △ △ 市 ○，○○○ 
 

○○○○システム導入（開発） 

 

□□県 ○○市 

 

○○，○○○ 

 

 「６ 使用印鑑」欄 

 ① 入札書、見積書、契約書、請書、請求書、領収書等に使用する印鑑を押印して

ください。なお、営業所等に委任する場合は、委任先で使用する印鑑を押印する

こと。 

 ② 法人の場合は、社印欄には法人名及び営業所等の名称が入ったものを押印し

てください。なお、代表者印に法人名及び営業所等の名称が入っている場合は

社印を省略することができます。 

 

７ その他の注意事項 

    申請書及び添付書類の記載事項に変更が生じた場合は、「競争入札参加資格申請

内容変更届出書」を提出してください。 



 別 表 

 

業 種 分 類 表                                                                            

 

番号 業 種 主な取扱品目（業務内容）の例示 備考 

1 荒物類 

日用雑貨、縄･ﾛｰﾌﾟ、工具、金物、調理用具・

容器、掃除用具、洗剤、ﾜｯｸｽ、ｺﾞﾐ袋、ﾄｲﾚｯﾄ

ﾍﾟｰﾊﾟｰ、ｺﾞﾐ BOX 

 

2 運動用品類 

一般運動用品・運動器具、ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ機器、体力

測定器具、ｽﾎﾟｰﾂｳｪｱ・ｼｭｰｽﾞ、公園・園庭遊具、

武道用具、柔道畳、プール用品 

 

3 家具・室内装飾類 
木製家具、特注家具、ｽﾁｰﾙ家具、OA家具、ｶｰ

ﾃﾝ、ｶｰﾍﾟｯﾄ、ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ、暗幕、緞帳 

 

4 機械器具類 

農業機械、林業機械、建設機械、工作機械、

電動工具、発電機、小型除雪機・乗用草（芝）

刈機 

 

5 特殊車両類 
除雪ﾄﾞｰｻﾞ、ﾛｰﾀﾘ除雪車、圧雪車、ｽﾉｰﾓﾋﾞﾙ、

消防自動車、小型動力付ﾎﾟﾝﾌﾟ車 

 

6 一般車両類 
乗用車、ﾄﾗｯｸ、ﾊﾞｽ、自動二輪車、自転車 

 

 

7 部品・整備 
機械器具類･車両類の部品、整備、ﾀｲﾔ 

 
※許可等の写しを添付 

8 厨房機器類 

食器洗浄機、消毒保管庫、冷凍冷蔵庫、ｶﾞｽｺ

ﾝﾛ、ｶﾞｽｵｰﾌﾞﾝ、調理台、学校･業務用調理器具･

容器・学校給食用食器 

 

9 一般資材類 
ｺﾝｸﾘｰﾄ 2次製品、土･砂利、常温合材、木杭、 

塗料、鉄蓋、硝子、ｻｯｼ、建具、畳 

 

10 鋼管・メーター類 
水道ﾒｰﾀｰ、鋼管、ﾊﾞﾙﾌﾞ 

 
※許可等の写しを添付 

11 写真類 
ｶﾒﾗ、ﾌｲﾙﾑ、ﾏｲｸﾛ写真、航空写真、現像、焼付、

引伸 

 

12 食料品類 
茶類、米穀、食肉、鮮魚、乳製品 

 

 

13 事務機器類 

ﾊﾟｿｺﾝ(販売のみ)、ﾌﾟﾘﾝﾀ、OA ｿﾌﾄ、ﾌｧｸｼﾐﾘ、ｼ

ｭﾚｯﾀﾞｰ、紙折機、丁合機、ﾀｲﾌﾟﾗｲﾀｰ、ﾀｲﾑﾚｺｰ

ﾀﾞｰ、ﾚｼﾞｽﾀｰ、複写機、印刷機 

 

14 文具・図書・印判類 
文具類、ﾄﾅｰ、ｺﾋﾟｰ用紙、画材、書籍、印鑑、

ｺﾞﾑ印、表札 

 

15 教材類 
小中学校教材、理科実験機器、実験台、保育

用品･玩具、手芸用品、ﾐｼﾝ、CD、DVD、ﾋﾞﾃﾞｵ 

 

16 測量・計量機器類 
雨量計、風速計、気象観測機器、電子計測器、

はかり、流量水位計、測量計器 

 

17 電気器具類 

冷蔵庫、ﾃﾚﾋﾞ、ｴｱｺﾝ、照明器具、電話機、無

線機器、音響機器、放送機器、OHP、映写機、

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ、防犯･監視ｶﾒﾗ、自動販売機 

 

18 時計・漆器・工芸類 
時計、めがね、貴金属、漆器、ｷﾞﾌﾄ用品、記

念品、ﾄﾛﾌｨｰ、ｶｯﾌﾟ、百貨 

 

19 燃料類 
ｶﾞｿﾘﾝ、灯油、Ａ重油、軽油、ｵｲﾙ、ﾌﾟﾛﾊﾟﾝｶﾞ

ｽ、燃焼機器 
※許可等の写しを添付 



番号 業 種 主な取扱品目（業務内容）の例示 備考 

20 被服類 
ﾕﾆﾌｫｰﾑ､雨衣､作業服､帽子､白衣､交通警備

服、布団、ｼｰﾂ、ﾀｵﾙ、靴、長靴、ｽﾞｯｸ、鞄 
 

21 旗・テント類 
旗、のぼり旗、ﾃﾝﾄ 

 

 

22 薬品類 

医薬品、次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ、凝集剤、水処理剤、

活性炭、ﾌﾟｰﾙ用殺菌剤、臨床検査試薬、分析

用試薬 

※許可等の写しを添付 

23 医療機器・用品類 

医療用機器、医療用器具、AED、医療･介護用

ﾍﾞｯﾄﾞ、福祉機器、介護用品、車椅子、階段昇

降機、衛生用品、ﾏｯｻｰｼﾞ機 

※許可等の写しを添付 

24 理科学機器類 
顕微鏡、分光光度計、実験機器、実験台、各

種分析機器 

 

25 
看板・標識・保安用

品類 

看板、掲示板、案内板、懸垂幕、横断幕、標

識、ｶｰﾌﾞﾐﾗｰ、ﾊﾞﾘｹｰﾄﾞ、ｶﾗｰｺｰﾝ 

 

26 楽器類 
ﾋﾟｱﾉ、ｵﾙｶﾞﾝ、打･和･弦･管楽器、楽譜、調律 

 

 

27 消防・防災用品類 

消防ﾎｰｽ、消火器、消防用制服、消防用防衣服、

救助袋、感知器、警報器、備蓄用毛布、貯水

槽、備蓄倉庫、災害用ﾄｲﾚ、非常食、保存水 

 

28 園芸用品類 
園芸資材、農業資材、埴土、肥料、農薬、飼

料、種苗、生花・切花、観葉植物 

 

29 不用品 
古物商、不用品買取 
（例：金属くず、自動車、建設機械等対象品目を記載下さい） 

※許可等の写しを添付 

30 その他物品 
選挙用品、ﾕﾆｯﾄﾊｳｽ、産業用ﾈｯﾄ 

 

 

31 
車両リース・レンタ

ル 

 

 

 

32 
事務機器リース・レ

ンタル 

ﾊﾟｿｺﾝ、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ関連機器、複写機器・複合機  

33 
その他リース・レン

タル 

医療用機器、清掃用品、音響機器、寝具、事

務用家具、ﾕﾆｯﾄﾊｳｽ、観葉植物、AED 

 

34 印刷 

冊子、ﾎﾟｽﾀｰ、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ、封筒、ｶｰﾄﾞ、ｼｰﾙ･ﾗﾍﾞ

ﾙ、地図類、電算関係帳票、書籍出版、磁器ｶ

ｰﾄﾞ類、圧着用紙、偽造防止用紙 

 

35 企画制作 

講演会･催し物･ｲﾍﾞﾝﾄ等の企画運営、ﾃﾚﾋﾞ･ﾗｼﾞ

ｵ･新聞等企画制作、映画･ﾋﾞﾃﾞｵ･CD･DVD の企

画制作 

 

36 会場設営 
ｲﾍﾞﾝﾄ等の会場設営、舞台大道具 

 

 

37 情報処理 

ｿﾌﾄｳｪｱ開発･ﾈｯﾄﾜｰｸ構築・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｺﾝﾃﾝﾂ作成、

上記に係る保守管理、大型ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ及び関連機

器の販売及び保守 

 

38 運送 
貨物運送、引越し、旅客運送、車両運行管理 

スクールバス運行 
※許可等の写しを添付 

39 その他役務 

給食業務、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ、筆耕、翻訳、臨床検査、

人材派遣、信用調査、総合計画等策定支援、

コールセンター業務、埋蔵文化財発掘調査 

電力供給 

31～38 以外のもの 

 
※水質検査は建物管理業

務の「14.その他保守管理」

で申請のこと 

 


